
東部水道事業所管内不要金属類の 

売払いに関する契約書（案）  

 

 大阪広域水道企業団（以下「甲」という。）と ○○○○○ （以下「乙」という。）は、）

東部水道事業所管内の不要金属類の売払いに関し、次のとおり契約を締結する。 

 

（信義誠実の義務） 

第１条 甲及び乙は、信義に従って、誠実にこの契約を履行しなければならない。  

 

（契約の保証） 

第２条 乙は、この契約の締結と同時に、次の各号の一に掲げる保証を付さなければならない。た

だし、第５号の場合においては、履行保証保険契約の締結後、直ちにその保証証券を甲に寄託し

なければならない。 

 ⑴ 契約保証金の納付 

⑵ 契約保証金に代わる担保となる甲が認めた有価証券等の提供 

⑶ この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行又は甲が確実と認

める金融機関等の保証 

⑷ この契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証 

⑸ この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約の締結 

２ 前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額は、売買金額の100分の５以上としな

ければならない。 

３ 第１項の規定により、乙が同項第２号又は第３号に掲げる保証を付したときは、当該保証は契

約保証金に代わる担保の提供として行われたものとし、同項第４号又は第５号に掲げる保証を付

したときは、契約保証金の納付を免除する。 

４ 大阪広域水道企業団会計規程第123条第３号に該当する場合における乙からの契約保証金免除

申請があったときは、契約保証金の納付を免除する。 

 

（契約金額） 

第３条 契約金額は、金○○○,○○○円（うち消費税及び地方消費税 金○○,○○○）とす

る。 

 

（搬出期間） 

第４条 甲は、不要金属類の搬出期間を文書で乙に通知するものとし、乙は、通知された期間 

内に搬出を完了しなければならない。 

 

（搬出作業） 

第５条 乙は、搬出作業に当たっては、次の事項を遵守しなければならない。  

⑴ 使用する積込機械種、搬出用のダンプトラックの使用台数及び周辺環境の保全、通行の

安全確保等の措置を記載した搬出計画書を作成し、甲の承認を受けること。  



⑵ 現場責任者を選定し甲に通知するものとし、搬出作業をする場合は当該現場責任者を場

内に常駐、配置すること。また、交通整理員を配置すること。  

⑶ 乙は搬出後は清掃等を行い、甲の確認を受けること。  

⑷ その他別紙「東部水道事業所管内施設における作業心得」を遵守すること。 

 

（売買代金の支払い） 

第６条 甲は、第３条に規定する契約金額を乙に請求するものとする。 

２ 乙は、前項の代金を甲の発行する納入通知書により、甲の指定する期間内に支払わなけれ

ばならない。     

３ 乙は、前項の納入通知書を受理した後、その納入通知書の全部又は一部が不当であること

を発見したときは、その理由を明示して、その納入通知書を返付することができる。この場

合において、乙が当該納入通知書を返付した日から甲の是正した納入通知書を受理した日ま

での期間は、前項の支払い期間に算入しないものとする。 

４ 乙は、自己の責めに帰する理由により第２項の規定による売買代金の支払いが遅れたとき

は、その遅延日数に応じ、当該代金に対して、年５パーセントを乗じて得た額の遅延利息を

甲の指定する期間内に支払うものとする。 

 

（担保責任） 

第７条 甲が提示した不要金属類の材質に相違があっても、乙は売買代金の減免若しくは損害

賠償の請求又は契約の解除をすることはできない。  

 

（契約の解除） 

第８条 甲は、乙がこの契約に定める義務を履行しないときは、この契約を解除することができる。 

２ 前項の規定により契約が解除された場合において、乙は、契約金額の100分の５に相応する額を

違約金として甲の指定する期限までに支払わなければならない。 

３ 前項の場合において、甲は、第２条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提

供が行われているときは、当該契約保証金又は担保をもって違約金に充当することができる。 

 

（損害等の処理） 

第９条 乙の積込、搬出、運搬等で発生した事故及び苦情並びに場内の施設等に与えた損害は、 

乙の責任において処理するものとする。 

２ 乙は、この契約に定める義務を履行しないために甲に損害を与えたときは、その損害を賠償し

なければならない。 

 

（権利義務の譲渡の禁止） 

第10条 乙はこの契約によって生じる権利義務を第三者に譲渡し、又は継承させてはならない。 

 

（有効期間） 

第11条 この契約の有効期間は、本契約締結の日から平成27年１月30日までとする。 

 



（疑義等の決定） 

第12条 この契約に定めのない事項又はこの契約に関して疑義が生じたときは、甲乙協議の上、 

これを決定するものとする。 

 

 この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各１通を保有する。  

 

 

平成26年  月   日 

 

 

 

甲 住   所  東大阪市下小坂４丁目１番27号 

代 表 者  大阪広域水道企業団  

事業管理部 東部水道事業所 

所 長  諸 角  誠 

 

 

乙 住   所 

氏   名 

（代 表 者） 


